
2022年2月24日

お客様各位

レオス・キャピタルワークス株式会社

「まるごとひふみ」

まるごとひふみ15／まるごとひふみ50／まるごとひふみ100

運用責任者からのメッセージ

いつもまるごとひふみをご愛顧いただきありがとうございます。

本日、ロシアがウクライナへの軍事侵攻を開始しました。本日（2月24日）の基準価額は5％以上の下落と

はなっていませんが、今後の運用環境に不安を感じていらっしゃるお客様へ現在の状況と私たちの考え方

をお伝えすることで不安の軽減につながればと思い、まるごとひふみに組み入れている各ファンドの運用

責任者からのメッセージをお伝えいたします。以下、ご一読いただけますと幸いです。

未だ楽観視はできる状況にはありませんが、みなさまからお預かりしている大切な資産を守り、さらに成

長させていけるように、運用本部、レオス・キャピタルワークス全社で全力を尽くして運用してまいりま

す。どうぞよろしくお願いいたします。

レオス・キャピタルワークス株式会社

まるごとひふみファンドマネージャー

岡田泰輔

ひふみ投信マザーファンド

2014年3月、ロシアがクリミア半島を力尽くで併合した日から燻り続けていたウクライナ情勢が、2022年

に入り急速に悪化、ついに本日ロシアがウクライナへ侵攻することとなりました。あってはならないこと

が起きてしまいました。このような事態にいたったことに私たちは胸が張り裂けそうな思いがいっぱいで、

とても悲しくつらく悔しく、早く戦争が終結して平和が訪れることを心から祈っています。

さらには受益者の皆様にはご心配をおかけしており、大変心苦しくあります。不安や恐怖があるとき、ま

ずは背景の理解をすることが、未来を切り開く投資活動であると信じております。

ロシアがこのような行動を起こす理由には諸説ありますが、プーチン大統領の民族的意識は別とすると、

NATOの東側諸国の取り込み、欧州エネルギー政策の捻れがあります。ウクライナは西側諸国とロシアと

の間に立ち、のらりくらりとやっていた中で、NATO加盟を主張したことがロシア側も西欧諸国側も困惑

させる切っ掛けとなったと言えます。今後は米国がどのような行動が出来るか、ウクライナ政府がNATO

加盟態度をどのようにするかで、ロシアが振り上げた拳の置き場を決めるでしょう。

焦点が戦争にばかり行きがちですが、戦争を背景にさらに上がってしまったエネルギー価格が、世界経済

にとっては重しになります。久方ぶりにインフレファイター役を演じる中央銀行が、どのタイミングでど
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の幅で何回利上げを行なうかが、注目すべきもうひとつのポイントだと考えます。つまり、この戦争とエ

ネルギー価格と利上げの話は繋がっています。

私たちは、株価が割安と考えられる企業の中から成長企業を探す中で、ポートフォリオ上位にも、エネル

ギー価格上昇や金利上昇に呼応し、成長する可能性の高い企業群を組み入れています。

ウクライナ情勢は不安定であり、私たちも見守る立場ですが、運用調査方針は変わっていません。できる

だけ多くの会社と対話をし、その将来を信じられる会社へ投資をし、皆様からお預かりした資産を長期的

に成長させていく、その活動に全力を尽くしてまいりたいと考えております。私たちはどのようなときで

も明るい未来を信じています。引き続き、まるごとひふみをどうぞよろしくお願いいたします。

ひふみ投信マザーファンド

ファンドマネージャー

藤野英人

ひふみワールドマザーファンド
※まるごとひふみで組み入れている「ひふみワールドファンドFOFs用（適格機関投資家専用）」は「ひふみワール
ドマザーファンド」を高位に組み入れており、実質的な運用はひふみワールドマザーファンドで行なっています。

2月24日、ロシアがウクライナ東部の親ロシア派武装勢力が支配する地域で軍事行動を起こし、一部で空

爆もありました。プーチン大統領がNATO拡大阻止に具体的な行動を起こしましたが、どのような理由に

せよ爆撃などの軍事行動が取られたことに非難をします。このような具体的な軍事行動を的確に予想はで

きませんが、その後を予想した行動を適切に取ることが常に大切です。侵攻行動がどれくらい継続するか

わかりませんが、今回の行動によりイデオロギー対立によるつばぜり合いが世界で起こる可能性も否定で

きません。

ひふみワールドマザーファンドは、2021年末から米国金利上昇に伴い高バリュエーション企業のウェイト

を下げ、金利・原油価格上昇メリットを受ける企業や、値上げが行なえる事業構造と高い顧客ロイヤリ

ティをもつ企業などへ資金をシフトしつつ、株式保有比率を徐々に高める投資行動を取っています。

各国株式市場は、ウクライナ侵攻により高まった不透明感を嫌気し、その後の起こる一部経済混乱と停滞

を予想し、それらを織込む過程で下落しました。しかし、企業活動が世界でなくなることはありません。

何度となく起こる争いは、その度に多くの犠牲を払いますが、多くはいずれ立ち上がることを繰り返して

きました。

楽観視はせず、皆様からお預かりしている資産が成長できるように、運用本部、レオス・キャピタルワー

クス全社で全力を尽くしてまいります。まるごとひふみをどうぞよろしくお願いいたします。

ひふみワールドマザーファンド

ファンドマネージャー

湯浅光裕
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ひふみグローバル債券マザーファンド
※まるごとひふみ100は、「ひふみグローバル債券マザーファンド」は組み入れておりません。

ロシアの軍事行動による先行き不透明感から、米国を中心とした先進国国債の金利は低下、債券価格は上

昇しています。一方でファンドに一部組み入れている社債等に関しては、リスク許容度の低下により思う

ようなパフォーマンスになっていないものもあります。軍事行動が長期化した場合は、世界の経済成長に

大きくマイナスになりますが、短期的に終了した場合は影響が小さくなります。しかし、いずれの場合で

もロシアに対する制裁が想定されるため、原油、小麦を始めとした商品価格の高騰に伴うインフレ圧力が

残存します。こうした中で中央銀行が従来の想定通り利上げできるか、非常に不透明な状況が続くものと

思われます。我々としては現時点でどちらかのシナリオに賭けるのではなく、やや保守的に運用をする方

針です。

一方で、高いボラティリティと共に魅力的な投資機会が現れるのも世の常です。特に不透明感が晴れた後

に速やかに的確なポジショニングをすることが重要と考えており、来るべき日に備えて日々議論を深めて

おります。

引き続き皆様からお預かりしている資産が成長するよう、全力を尽くしてまいります。

ひふみグローバル債券マザーファンド

ファンドマネージャー

福室光生
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◼ 当資料はレオス・キャピタルワークス（以下「当社」といいます。）が投資家のみなさまに情報提供を行なう目的で作成したものです。
投資信託のお申込みにあたっては、事前に販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容を十分にお読みになり、
ご自身でご判断ください。

◼ 当資料は作成日における信頼できる情報に基づき作成しておりますが、内容の正確性・完全性を保証するものではなく、また記載され
ている内容は予告なく変更される場合があります。

◼ 当資料のコメント等は、掲載時点での当社の見解を示すものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きや結果を保証するものではあり
ません。ならびに、当社が運用する投資信託への組み入れ等をお約束するものではなく、また、金融商品等の売却・購入等の行為の推
奨を目的とするものではありません。

◼ 投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構等の保護の対象ではありません。証券会社以外でご購
入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。

◼ 基準価額の変動要因

• 投資信託証券への投資を通じて株式や債券など値動きのある証券（外国の証券には為替変動リスクもあります。）に投資いたします

ので、基準価額は大きく変動します。したがって、投資元本が保証されているものではなく、これを割り込むことがあります。これ

らの運用により生じる利益および損失は、すべてお客様（受益者）に帰属します。

• 投資信託は預貯金等とは異なります。

◼ 基準価額の変動要因となる主なリスク

※投資リスク(基準価額の変動要因)は、上記に限定されるものではありません。

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください

「まるごとひふみ」に係るリスクについて
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価格変動リスク

国内外の株式や公社債を実質的な主要投資対象とする場合、一般に株式の価格は個々の企業の

活動や業績、市場・経済の状況等を反映して変動し、また、公社債の価格は発行体の信用力の

変動、市場金利の変動等を受けて変動するため、その影響を受け損失を被るリスクがあります。

流動性リスク

有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取引

規制等により十分な流動性のもとでの取引が行なえない、あるいは不利な条件で取引を強いら

れたり、または取引が不可能となる場合があります。これにより、投資対象とする投資信託証

券においては組入有価証券を期待する価格で売却あるいは取得できない可能性があり、この場

合、不測の損失を被るリスクがあります。

信用リスク

有価証券等の発行者や有価証券の貸付け等における取引先等の経営・財務状況が悪化した場合

またはそれが予想される場合もしくはこれらに関する外部評価の悪化があった場合等に、当該

有価証券等の価格が下落することやその価値がなくなること、または利払いや償還金の支払い

が滞る等の債務が不履行となるおそれがあります。投資した企業等にこのような重大な危機が

生じた場合には、大きな損失が生じるリスクがあります。また、実質的に投資した債券の発行

体にデフォルト（債務不履行）が生じた場合またはそれが予想される場合には、債券価格が下

落する可能性があり、損失を被るリスクがあります。

為替変動リスク

投資対象とする投資信託証券において外貨建資産を組み入れた場合、当該通貨と円との為替変

動の影響を受け、損失が生じることがあります。また、一部の資産において、為替ヘッジを行

なう場合に円の金利が為替ヘッジを行なう通貨の金利より低いとき、この金利差に相当する

ヘッジコストが発生します。

カントリーリスク
（エマージング市場
に関わるリスク）

当該国・地域の政治・経済情勢や株式を発行している企業の業績、市場の需給等、さまざまな

要因を反映して、有価証券等の価格が大きく変動するリスクがあります。エマージング市場

（新興国市場）への投資においては、政治・経済的不確実性、決済システム等市場インフラの

未発達、情報開示制度や監督当局による法制度の未整備、為替レートの大きな変動、外国への

送金規制等の状況によって有価証券等の価格変動が大きくなる場合があります。また、新興国

の公社債は先進国の公社債と比較して価格変動が大きく、債務不履行が生じるリスクがより高

いものになる可能性があります。

当資料のご留意点

レオス・キャピタルワークス株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第1151号
加入協会 一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

電話：03-6266-0129
受付時間：営業日の9時～17時
ウェブサイト：https://www.rheos.jp/



※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください

◇直接ご負担いただく費用
申込手数料 ：3.30％（税抜3.00％）を上限として、販売会社が定める料率とします。

「自動けいぞく投資コース」において、収益分配金を再投資する場合は無手数料です。
信託財産留保額：ありません。

◇間接的にご負担いただく費用：次のとおりです。

運用管理費用
（信託報酬）

信託財産の日々の純資産総額に対して下記に記載の信託報酬率を乗じて得た額
信託報酬とは、投資信託の運用・管理にかかる費用のことです。
日々計算されて、投資信託の基準価額に反映されます。毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および毎計算期末または
信託終了のときファンドの信託財産から支払われます。

運用管理費用の配分

まるごとひふみ15 まるごとひふみ50 まるごとひふみ100

信託報酬率
年率0.660%

(税抜年率0.600%)
年率0.935%

(税抜年率0.850%)
年率1.320%

(税抜年率1.200%)

支
払
先
の
配
分

（
税
抜
）

委託会社 年率0.290% 年率0.415% 年率0.590%

販売会社 年率0.290% 年率0.415% 年率0.590%

受託会社 年率0.020% 年率0.020% 年率0.020%

※上記各支払先への配分には、別途消費税等相当額がかかります。

投資対象と
する投資
信託証券

投資対象ファンドにおける運用管理費用

純資産総額に対して以下の率を乗じて得た額

まるごとひふみ15 まるごとひふみ50 まるごとひふみ100

ひふみワールドファンドFOFs用
(適格機関投資家専用)

年率0.00264%
(税抜年率0.00240%)

年率0.0088%
(税抜年率0.0080%)

年率0.0176%
(税抜年率0.0160%)

※上記は投資対象ファンドを基本の組入比率に従って組み入れた場合の運用管理費用（信託報酬）です。この値は目安であ
り実際の組入状況により変動します。

※「 ひふみ投信マザーファンド」「ひふみグローバル債券マザーファンド」は、運用管理費用（信託報酬）がかかりません。

実質的な
負担

純資産総額に対して以下の率を乗じて得た額

まるごとひふみ15 まるごとひふみ50 まるごとひふみ100

年率0.66264%程度
(税抜年率0.60240%程度)

年率0.9438%程度
(税抜年率0.8580%程度)

年率1.3376%程度
(税抜年率1.2160%程度)

※基本の組入比率で按分した投資対象ファンドの運用管理費用（信託報酬）を加味して、投資者が実質的に負担する信託報酬
率について算出したものです。この値は目安であり、各投資信託証券への投資比率の変更等により変動します。また、投資
対象ファンドの変更等により今後変更となる場合があります。

監査費用
信託財産の純資産総額に対して年率0.0055％（税抜年率0.0050％）を乗じて得た額（なお、上限を年間99万円
（税抜年間90万円）とします。当該上限金額は契約条件の見直しにより変更となる場合があります。）。
日々計算されて、毎計算期末または信託終了のときに信託財産から支払われます。

その他費用・
手数料

投資対象とする投資信託証券における諸費用および税金等、信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸
費用および受託会社の立て替えた立替金の利息など。これらの費用は、運用状況等により変動するものであり、
予めその金額や上限額、計算方法等を具体的に記載することはできません。

※手数料等の合計金額については保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
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※お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。販売会社については、今後変更となる場合があります。

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券業

協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団法
人第二種金
融商品取引
業協会

株式会社秋田銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第2号 ○

株式会社イオン銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社岩手銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第3号 ○

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社佐賀銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社荘内銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第6号 ○

株式会社新生銀行
(委託金融商品取引業者マネッ
クス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社仙台銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第16号 ○

株式会社但馬銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第14号 ○

株式会社千葉興業銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第40号 ○

株式会社八十二銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第49号 ○ ○

株式会社百五銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第10号 ○ ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社北都銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第10号 ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○

販売会社（銀行）

まるごとひふみ15

まるごとひふみ50

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券業

協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団法
人第二種金
融商品取引
業協会

株式会社秋田銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第2号 ○

株式会社イオン銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社岩手銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第3号 ○

株式会社大分銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第1号 ○

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社佐賀銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社荘内銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第6号 ○

株式会社新生銀行
(委託金融商品取引業者マネッ
クス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社仙台銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第16号 ○

株式会社但馬銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第14号 ○

株式会社千葉興業銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第40号 ○

株式会社百五銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社福島銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第18号 ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社北都銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第10号 ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○
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※お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。販売会社については、今後変更となる場合があります。

販売会社（銀行）

まるごとひふみ100

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券業

協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団法
人第二種金
融商品取引
業協会

株式会社秋田銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第2号 ○

株式会社イオン銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社荘内銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第6号 ○

株式会社新生銀行
(委託金融商品取引業者マネッ
クス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社仙台銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第16号 ○

株式会社百五銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社福島銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第18号 ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社北都銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第10号 ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○
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※お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。販売会社については、今後変更となる場合があります。

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券
業協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団
法人第二
種金融商
品取引業
協会

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○

エイチ･エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第35号 ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社SBIネオトレード証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第8号 ○ ○

OKB証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第191号 ○

株式会社CONNECT 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3186号 ○

GMOクリック証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第77号 ○ ○ ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

tsumiki証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3071号 ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

広島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第44号 ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

販売会社（証券会社・その他金融機関）

まるごとひふみ15

まるごとひふみ50

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券
業協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団
法人第二
種金融商
品取引業
協会

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○

エイチ･エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第35号 ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社SBIネオトレード証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第8号 ○ ○

OKB証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第191号 ○

株式会社CONNECT 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3186号 ○

GMOクリック証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第77号 ○ ○ ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

とうほう証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第36号 ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

広島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第44号 ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○
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※お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。販売会社については、今後変更となる場合があります。

販売会社（証券会社・その他金融機関）

まるごとひふみ100

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券
業協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団
法人第二
種金融商
品取引業
協会

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○

エイチ･エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第35号 ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社SBIネオトレード証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第8号 ○ ○

おかやま信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第19号 ○

株式会社CONNECT 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3186号 ○

GMOクリック証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第77号 ○ ○ ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

長野證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第125号 ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

広島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第44号 ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○
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